
岡 情 審 査 第 ５ ０ 号

平成２９年１０月１３日

 岡山市長  大 森 雅 夫 様

      岡山市行政不服・情報公開・個人情報保護審査会

      会 長         小  山  正  善 

岡山市個人情報保護条例第１７条の規定に基づく諮問について（答申）

 平成２８年１２月１９日付け岡北総第４６４－１号による下記の諮問につ

いて、別紙のとおり答申します。

 高松町大字原古才○○○番地の土地に係る①調査要領、②調査の通知（立

会・結果（いつだれに通知したのか））及び③調査票の保有個人情報開示請

求に対して、一部開示とした決定に対する審査請求についての諮問
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別 紙

答申第１１９号

第１ 審査会の結論                         

  本件保有個人情報の開示請求に対して、岡山市長（以下「実施機関」

 という。）が行った一部開示決定は妥当である。 

第２ 審査請求及び諮問の経緯

 １ 本件審査請求人（以下「請求人」という。）は、平成２８年２月１９

日付けで、実施機関に対し、岡山市個人情報保護条例（平成１２年市条

例第３４号。以下「条例」という。）第１１条１項の規定に基づき、高

松町大字原古才○○○番地の土地に係る、①調査要領（以下「本件公文

書①」という。）、②調査の通知（立会・結果（いつだれに通知したの

か））（以下「本件公文書②」という。）及び③調査票（以下「本件公

文書③」という。）の保有個人情報開示請求（以下「本件請求」という。）

を行った。                                                     

  なお、本件請求の対象となる保有個人情報とは、実施機関の職員が職

務上作成し、又は取得した個人情報であって、当該実施機関の職員が組

織的に利用するものとして、当該実施機関の公文書に記録されているも

のである。

２ 本件請求に対し、実施機関は、同年４月１８日付けで、本件公文書①

については、作成しておらず不存在として、また、本件公文書②につい

ては、不存在として非開示とする一部開示決定を行った。 

  なお、実施機関は、本件公文書③については開示を行っている。 

３ 上記決定を受けた請求人は、実施機関に対し、平成２８年７月１９日

付けで、本件公文書②に対して開示を求める審査請求（以下「本件審査

請求」という。）を行った。 

４ 実施機関は、同年１２月１９日付けで、本件審査請求の取扱いについ

て、条例第１７条の規定に基づき、当審査会に諮問を行った。



2 

第３ 請求人及び実施機関の主張の要旨 

１ 請求人の主張要旨                       

   本件公文書②は、実施機関から地主である請求人に対して通知される

  べきものであるが、実際には一切の連絡を受けていない。      

   本件請求に係る国土調査の結果により、請求人の土地面積が減少して

  おり、調査結果の通知である本件公文書②の開示を求める。 

 ２ 実施機関の主張要旨

 （１）本件公文書②について

本件公文書②は、高松町大字原古才○○○番地の土地に係る調査の通知

（立会・結果（いつだれに通知したのか））であり、現在の本市における

地籍調査時には通常作成されるものである。 

しかしながら、同地の地籍調査は、昭和４２年８月頃に吉備郡高松町（以

下「旧高松町」という。）によって行われたため、旧高松町の地籍調査に

おける調査要領等の確認ができず、当時の地籍調査事務がどのように行わ

れていたのか不明であることから、本件公文書②が実際に作成されたかど

うかは定かではない。 

なお、旧高松町は昭和４６年１月に岡山市に編入されており、同地に 

係る地籍調査事務及び関連文書については、現在は北区役所土木農林分室

に移管されている。                   

（２）文書の保存期間について 

   旧高松町の文書の保存期間及び文書管理について確認できなかったた

め、本件公文書が現在まで保存されるべき文書かどうか不明である。

（３）本件公文書の調査について

   平成２８年２月１９日付けの保有個人情報開示請求を受けて、旧高松町

時代の文書が保管されている可能性のある箇所を調査したが、本件公文書

②を発見できず、また、その作成の事実も確認できなかった。

   以上のことから、本件請求に対しては、本件公文書②を不存在として非

開示とする一部開示決定を行った。



3 

第４ 審査会の判断

   実施機関と請求人との間における本件の争点に関し、当審査会は、本

件公文書②を非開示とした決定について、以下のとおり判断する。

１ 本件公文書②について

本件公文書②は、高松町大字原古才○○○番地の土地に係る調査の通

知（立会・結果（いつだれに通知したのか））であり、地籍調査時には

通常作成されるものと考えられる。 

 ２ 本件公文書の不存在について

本件請求を受け、実施機関は、本件公文書②が保管されている可能性

のある箇所を調査したが、本件公文書②を発見できず、また、その作成の

事実も確認できなかったと述べている。          

さらに、実施機関は、本件公文書②の保存期間についても不明であると

述べているため、事務局職員をして調査させたところ、旧高松町の文書の

保存期間及び文書管理については、当時の例規等を確認することができ

なかったため、実態は不明であったが、旧高松町を編入した昭和４６年

当時の岡山市の文書保存類目（昭和38年市訓令甲第21号）によれば、本

件公文書②の保存期間は明確に規定されてはいないが、少なくとも永年

保存とされる文書には該当しないことが認められた。

また、当時の岡山市文書取扱規程（昭和37年庁達第13号）第39条では、

文書の保存種別及び保存期間は、第1種「永年」、第2種「10年」、第3

種「5年」、第4種「1年」と4段階で区分されていたことから、本件公文

書②の保存期間は１０年以下であったと推定できる。

したがって、仮に実施機関が同地の調査時に本件公文書②を作成して

いたとしても、請求時点では保存期間経過により廃棄されていたものと

考えられる。 

以上のことから、本件公文書②を不存在として非開示とした一部開示

決定は妥当である                  
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３ 結論 

 以上の理由により、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判

断するものである。 

第５ 審査会の処理経過

  当審査会における処理経過は次のとおりである。

    年 月 日      処 理 内 容

平成２８年１２月１９日 諮問書の収受

 平成２９年 １月２０日 審議

 平成２９年 ２月２４日 請求人口頭意見陳述並びに審議

 平成２９年 ４月１７日 審議

 平成２９年 ５月２２日 審議

 平成２９年１０月１３日 答申


